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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,267,759 8,015,558 9,458,059

経常利益 (千円) ― ― 302,894 359,681 390,837

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 122,951 99,224 161,092

純資産額 (千円) ― ― 1,693,071 1,477,307 1,601,850

総資産額 (千円) ― ― 3,820,606 3,451,114 3,588,254

１株当たり純資産額 (円) ― ― 80,776.51 211,447.16 229,273.08

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 5,866.01 14,202.01 23,057.18

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 44.3 42.8 44.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 108,485 474,349 60,458

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △822 △39,734 △204,703

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △142,759 73,748 172,676

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― ― 901,372 908,036 936,468

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) ― ―
416
(2,900)

315 
(2,163)

341
(2,666)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 当社は第22期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 
３ 第21期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企
業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 
平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
  なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況１中間連結財務諸表等
（１）中間連結財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 
４ 第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また第22期中及び第
21期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権残高を有しておりますが、
当社株式は非上場、非登録であり期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 
５ 第22期中においては、平成15年８月２日付で株式１株を株式３株に分割しております。 
６ 当中間連結会計期間より初めて半期報告書を作成しております。 



ファイル名:010_0332800501512.doc 更新日時:2003/12/19 6:22 印刷日時:03/12/25 9:09 

― 3 ― 

(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成13年 
  ４月１日 
至 平成14年 
  ３月31日 

自 平成14年
  ４月１日
至 平成15年
  ３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,048,854 7,808,118 9,157,856

経常利益 (千円) ― ― 308,366 340,477 376,014

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 133,158 87,539 153,020

資本金 (千円) ― ― 773,500 773,500 773,500

発行済株式総数 (株) ― ― 20,959.95 6,986.65 6,986.65

純資産額 (千円) ― ― 1,675,199 1,457,299 1,573,771

総資産額 (千円) ― ― 3,751,585 3,396,300 3,518,837

１株当たり純資産額 (円) ― ― 79,923.83 208,583.44 225,254.04

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 6,353.01 12,529.57 21,901.85

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 5,000 5,000

自己資本比率 (％) ― ― 44.7 42.9 44.7

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) ― ―
403
(2,838)

311 
(2,144)

334
(2,627)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第22期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 第21期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企

業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響については、第５経理の状況２中間財務諸表等（１）

中間財務諸表の（１株当たり情報）注記事項をご参照ください。 

４ 第20期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、また第22期中及び第

21期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権残高を有しておりますが、

当社株式は非上場、非登録であり期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 

５ 第22期中においては、平成15年８月２日付で株式１株を株式３株に分割しております。 

６ 当中間会計期間より初めて半期報告書を作成しております。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成15年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

介護サービス事業 
342 
(2,772) 

住宅リフォーム事業 
15 
(41) 

その他事業 
13 
(60) 

全社(共通) 
46 
(27) 

合計 
416 
(2,900) 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社グループ外から当社グループへの出向者を含む)であり、臨時従業員は( )内

に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。 

３ その他事業に属し、人材派遣業を営んでおりますセントスタッフ株式会社の当中間連結会計期間末派遣

登録人員 943名は上記従業員数に含まれておりません。 

４ 従業員数が前連結会計年度末に比べ75名増加しましたのは、事業拡大に伴い雇用を積極的に実施してい

ることによるものであります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成15年９月30日現在 

従業員数(名) 
403 
(2,838) 

(注) １ 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります)であ

り、臨時従業員は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 従業員数が前事業年度末に比べ69名増加しましたのは、事業拡大に伴い雇用を積極的に実施しているこ

とによるものであります。 

 

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、長期化するデフレ不況が続くなか、企業の経費削減策等の効果や、

株価の持ち直し、倒産件数の減少等、企業の業況にはわずかながらも改善の兆しが見られました。しかしながら

一方で、個人消費の低迷が続き、景気は依然厳しい状況が続きました。 

介護サービス業界におきましては、平成12年４月の介護保険制度施行後３年が経過し、サービスの利用者数が

着実に増加してきたことで、一部の民間企業の収益が黒字転換するなど、厳しいながらも明るい兆しが見えつつ

あります。 

このような状況の中で当社グループでは、「お客様第一主義」の経営方針のもと、主に都市部における地域密

着型の事業展開を推進し、千葉県君津市に当社グループ始めてとなるグループホームを開設するなど、グループ

一丸となって事業に取り組んでまいりました。また、営業所数については、144ヶ所となりました。 

その結果、当中間連結会計期間における売上高は52億67百万円、営業利益は3億11百万円、経常利益は3億2百

万円、中間純利益は、1億22百万円となりました。 

なお、当中間連結会計期間より、初めて半期報告書を作成しておりますため前年同期との比較は行っておりま

せん。 

 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。（セグメント

間取引を含む。） 

・介護サービス事業 

 お客様の介護保険に対する認知度が高まりを見せる中、新規営業所を13ヶ所開設した結果、売上高は46億75

百万円、営業利益は8億46百万円となりました。 

・住宅リフォーム事業 

 本事業は、お客様の自立や介護人の介護負担軽減を目指し、ご自宅の不便な箇所を改善・改修することを目

的としておりますが、営業活動を強化し、ケアマネジャーにおいて住宅改修の重要性が認識されるようになっ

てきたことにより売上高は3億77百万円、営業利益は14百万円となりました。 

・その他事業 

 当社の子会社でありますセントスタッフ株式会社が行っております介護福祉業界向け人材派遣事業は、特に

介護福祉業界におけるホームヘルパーや看護師等の専門スタッフの人材不足による需要の高まりを受け、売上

高は2億29百万円、営業利益は9百万円となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上が堅調に推

移したことにより、税金等調整前中間純利益が2億97百万円となりましたが、売上債権の増加により一部相殺さ

れ、また、長期借入金返済による支出等によって、期首に比べ35百万円減少した結果、当中間連結会計期間末に

は9億1百万円となりました。 
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当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、1億8百万円となりました。これは、主に売上が堅調に推移したことによ

り、税金等調整前中間純利益が2億97百万円となりましたが、売上債権の増加額1億88百万円等により一部相殺

されたことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、0百万円となりました。これは、主に払い戻しによる定期預金の純減少額

が64百万円あったものの、営業所やグループホーム等の開設にかかる差入保証金の増加による支出34百万円や

有形固定資産の取得による支出27百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、1億42百万円となりました。これは、主に長期借入金返済による支出77百

万円や配当金の支払額34百万円によるものであります。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

 

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円) 

介護サービス事業 181,149 

合計 181,149 

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 受注実績 

該当事項はありません。 

 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 

介護サービス事業 4,675,662 

住宅リフォーム事業 377,876 

その他事業 214,219 

合計 5,267,759 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

相手先 販売高(千円) 割合(％) 

神奈川県国民健康保険団体連合会 1,200,942 22.8 

千葉県国民健康保険団体連合会 916,821 17.4 

東京都国民健康保険団体連合会 877,305 16.7 

３ セグメント間の取引については相殺消去しております。 
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３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

 

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 
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２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のと

おりであります。 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
投資額 
(千円) 

完了年月 目的 

セントケア株式会社 
豊島区ほか 
２営業所 

住宅リフォーム
事業 

営業所移転 119 平成15年９月 ― 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 81,000

計 81,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成15年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成15年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 20,959.95 23,959.95 日本証券業協会 
完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式 

計 20,959.95 23,959.95 ─ ─ 

(注) 平成15年10月24日をもって、当社株式は日本証券業協会に店頭売買有価証券として登録されました。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 

株主総会の特別決議日(平成14年９月27日) 

 
中間会計期間末現在 
(平成15年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成15年11月30日) 

新株予約権の数 537個 (注)５、６ 534個 (注)５、６ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 537株 (注)５、６ 534株 (注)５、６ 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき309,334円 (注)６ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月１日から 
平成21年９月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  309,334円 (注)６
資本組入額 154,667円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３、４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左 

(注) １ 当社普通株式につき株式の分割又は併合が行われる場合には、各新株予約権の目的たる株式の数は、次

の算式により調整します。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて

各新株予約権の目的たる株式の数を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、各新株

予約権の目的たる株式の数は適切に調整されるものとします。なお、調整の結果生じる１株未満の端数
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は切り捨てるものとします。 

２ 新株予約権の発行日以降、次の(i)または(ii)の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める

算式(以下「行使価額調整式」という。)により、調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端

数はこれを切り上げるものとします。 

  (i) 当社普通株式の分割または併合が行われる場合 

１ 
調整後行使価額＝調整前行使価額×

分割・併合の比率

  (ii) 当社が時価(ただし、当社の株式の公開前においては、その時点における調整前行使価額を時価

とみなします。)を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う

場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるもの

とします。 

     ただし、新株予約権の行使並びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施

行前の商法に基づく商法第280条ノ19に規定する新株引受権の行使による場合は、行使価額の調

整は行いません。 

   新規発行株式数×１株当たり払込金額 既発行
株式数
＋

時価 調整後 
行使価額

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
既発行株式数＋新規発行株式数 

     上記の他、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場

合に準じて行使価額を調整する必要が生じた場合にも、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は、

適切に調整されるものとします。 

３ 当社普通株式にかかる株券が店頭売買有価証券として日本証券業協会に登録され、又はいずれかの証券

取引所に上場された場合に限り、新株予約権を行使することができます。各新株予約権の一部行使はで

きません。 

４ 新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は認めません。当社、当社の子会社及び関連会

社の取締役、従業員のいずれの地位をも喪失した場合、新株予約権は直ちに当社に返還されたものとし

ます。ただし、任期満了による退任により役員の地位を喪失した場合、その他当社の取締役会が特別に

その後の本新株予約権の保有及び行使を認めた場合はこの限りではありません。新株予約権の相続は認

めます。 

５ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により、付与対象でなく

なった新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しておりま

す。 

６ 平成15年５月15日開催の取締役会決議により、平成15年６月28日現在の株主名簿に記載された株主に対

して、平成15年８月２日付をもって株式分割(分割比率１：３)をいたしました。これに伴い、新株予約

権の数、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額並びに新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額が修正されましたが、上記表の記載内容は当該修正

を反映済みであります。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 
(千円) 

資本金残高
 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平 成 15 年 ８ 月 ２ 日
（注）１ 

13,973.30 20,959.95 ─ 773,500 ─ 435,500

(注) １ 株式分割（分割比率１：３）によるものであります。 

    ２ 平成15年９月22日及び平成15年10月６日の取締役会決議により、公募増資による新株式発行を行ってお

ります。（第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等（重要な後発事象）ご参照） 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成15年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社村上企画 千葉県八千代市上高野1347－12 10,494 50.07 

村上美晴 千葉県八千代市上高野1347－12  4,830 23.04 

セントケア従業員持株会 東京都中央区京橋２－８－７    891  4.25 

水谷和美 東京都目黒区鷹番１－６－３－206    495  2.36 

ジャフコ・アール２号投資事
業組合 

東京都千代田区丸の内１－８－２    490.38  2.34 

ジャフコ・ジェイエス－２号
投資事業組合 

東京都千代田区丸の内１－８－２    490.38  2.34 

明治生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１    300  1.43 

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内１－８－２    245.19  1.17 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７－18－24    240  1.15 

春日芳雄 埼玉県飯能市美杉台２－６－３    180  0.86 

村上邦子 神奈川県横浜市緑区森の台19－１－1112    180  0.86 

計 ― 18,835.95 89.87 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成15年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,959     20,959 ― 

端株 普通株式      0.95 ― ― 

発行済株式総数      20,959.95 ― ― 

総株主の議決権 ―     20,959 ― 

 

② 【自己株式等】 

平成15年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

当社株式は平成15年10月24日から日本証券業協会に店頭登録をしておりますので、該当事項は

ありません。 

 

３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成15年４月１日から平成

15年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成15年４月１日から平成15年９月30日

まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 

３ 最初に提出する半期報告書の記載上の特例 

当半期報告書は、当中間期から中間連結財務諸表及び中間財務諸表を作成しているため前年同期と

の対比は行っておりません。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
当中間連結会計期間末 

 
(平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  1,035,323  1,134,415

２ 売掛金 ※３ 1,436,853  1,248,624

３ たな卸資産  24,714  23,532

４ その他  188,429  96,545

５ 貸倒引当金  △ 12,891  △ 12,710

流動資産合計  2,672,430 69.9  2,490,406 69.4

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2 178,800  167,444

２ 無形固定資産  151,813  163,014

３ 投資その他の資産   

(1) 長期前払費用  292,179 271,996 

(2) 差入保証金  322,175 299,409 

(3) その他  203,206 195,983 

投資その他の資産合計  817,561  767,389

固定資産合計  1,148,175 30.1  1,097,847 30.6

資産合計  3,820,606 100.0  3,588,254 100.0
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当中間連結会計期間末 

 
(平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  264,405  227,294

２ 短期借入金  －  30,000

３ １年以内返済予定の長期
借入金 

※２ 155,652  155,652

４ 未払金  497,156  479,878

５ 未払法人税等  214,690  73,237

６ 賞与引当金  83,697  60,727

７ その他  57,539  45,483

流動負債合計  1,273,141 33.3  1,072,273 29.9

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  500,000  500,000

２ 長期借入金 ※２ 194,969  272,795

３ 退職給付引当金  105,320  93,372

４ 役員退職慰労引当金  50,840  41,334

５ その他  2,813  3,547

固定負債合計  853,942 22.4  911,048 25.4

負債合計  2,127,084 55.7  1,983,322 55.3

   

(少数株主持分)   

少数株主持分  449 0.0  3,081 0.1

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  773,500 20.2  773,500 21.6

Ⅱ 資本剰余金  435,500 11.4  435,500 12.1

Ⅲ 利益剰余金  483,934 12.7  395,916 11.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  137 0.0  △  3,065 △0.1

資本合計  1,693,071 44.3  1,601,850 44.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 3,820,606 100.0  3,588,254 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  5,267,759 100.0  9,458,059 100.0

Ⅱ 売上原価  4,276,526 81.2  7,881,891 83.3

売上総利益  991,232 18.8  1,576,168 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 679,770 12.9  1,177,255 12.5

営業利益  311,462 5.9  398,913 4.2

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  66 154 

２ 受取配当金  341 321 

３ 受取保険金  1,562 4,193 

４ 販売手数料  3,810 3,462 

５ 諸手数料  2,515 2,500 

６ その他  1,755 4,502 

営業外収益合計  10,051 0.2  15,134 0.2

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  6,261 13,393 

２ 新株発行費  2,965 － 

３ 為替差損  6,584 － 

４ その他  2,806 9,816 

営業外費用合計  18,619 0.3  23,210 0.3

経常利益  302,894 5.8  390,837 4.1

Ⅵ 特別利益   

１ 固定資産売却益 ※２ 48 － 

２ その他  － 4,331 

特別利益合計  48 0.0  4,331 0.1

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産売却損 ※３ 116 － 

２ 固定資産除却損 ※４ 2,356 6,559 

３ 投資有価証券評価損 ※５ 2,692 － 

４ その他 ※６ － 18,152 

特別損失合計  5,165 0.1  24,712 0.3

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 297,778 5.7  370,456 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 215,243 198,051 

法人税等調整額  △ 37,784 177,458 3.4 11,531 209,582 2.2

少数株主損失  2,631 0.0  218 0.0

中間(当期)純利益  122,951 2.3  161,092 1.7
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  435,500  435,500

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 435,500  435,500

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  395,916  269,757

Ⅱ 利益剰余金増加高   

 １ 中間（当期）純利益  122,951 122,951 161,092 161,092

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金  34,933 34,933 34,933 34,933

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

 483,934  395,916
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前中間(当期)純利益  297,778 370,456 

２ 減価償却費  12,574 24,375 

３ 無形固定資産償却  21,820 27,843 

４ 長期前払費用償却  35,094 70,290 

５ 貸倒引当金の増加額（△減少額）  180 △8,571 

６ 賞与引当金の増加額（△減少額）  22,970 △10,813 

７ 退職給付引当金の増加額  11,948 2,042 

８ 役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  9,506 △15,996 

９ 有形固定資産売却益  △48 ― 

10 有形固定資産売却損  116 ― 

11 有形固定資産除却損  2,356 6,559 

12 投資有価証券評価損  2,692 ― 

13 特別退職金  ― 18,152 

14 受取利息及び配当金  △408 △476 

15 支払利息  6,261 13,393 

16 為替差損  6,363 3,195 

17 社債発行費  ― 5,350 

18 売上債権の減少額（△増加額）  △188,695 35,157 

19 たな卸資産の増加額  △1,182 △980 

20 仕入債務の増加額（△減少額）  37,110 △17,009 

21 その他  △88,422 △97,544 

小計  188,014 425,427 

22 利息及び配当金の受取額  403 467 

23 利息の支払額  △6,144 △12,332 

24 特別退職金の支払額  ― △18,152 

25 法人税等の支払額  △73,789 △334,950 

営業活動によるキャッシュ・フロー  108,485 60,458 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出  △153,299 △309,150 

２ 定期預金の払戻による収入  217,300 331,452 

３ 有形固定資産の取得による支出  △27,551 △36,806 

４ 有形固定資産の売却による収入  1,197 ― 

５ 無形固定資産の取得による支出  △10,620 △100,870 

６ 貸付けによる支出  △790 △2,840 

７ 貸付金の回収による収入  1,217 3,959 

８ 差入保証金の増加による支出  △34,019 △144,863 

９ 差入保証金の減少による収入  11,253 61,882 

10 その他  △5,511 △7,468 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △822 △204,703 
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当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増加額（△純減少額）  △30,000 30,000 

２ 長期借入れによる収入  ― 200,000 

３ 長期借入金返済による支出  △77,826 △320,340 

４ 社債の発行による収入  ― 294,650 

５ 少数株主からの払込による収入  ― 3,300 

６ 配当金の支払額  △34,933 △34,933 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △142,759 172,676 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  △35,096 28,431 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  936,468 908,036 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  901,372 936,468 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

   子会社は、全て連結しております。 

   連結子会社の数   ５社 

   主要な連結子会社の名称 

   セントスタッフ株式会社 

   セントヘルスケア株式会社 

   株式会社アイエヌジー 

   ケアプランサービス株式会社 

   ピアサポート株式会社 

１ 連結の範囲に関する事項 

   同左 

２ 持分法適用に関する事項 

   関連会社及び非連結子会社はないため、該当事項

  はありません。 

２ 持分法適用に関する事項 

   同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と

一致しております。 

３ 連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。 

なお、株式会社アイエヌジーの決算日は７月31

日でありましたが、当連結会計年度より３月31日

に変更しております。ただし、連結財務諸表の作

成に当たっては、12ヶ月間の損益計算書を連結し

ております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

   （時価のあるもの） 

中間連結会計期間末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

   （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

  ロ デリバティブ 

時価法 

  ハ たな卸資産 

(イ)商品 

先入先出法に基づく低価法 

(ロ)原材料 

最終仕入原価法 

(ハ)未成工事支出金 

個別法に基づく原価法 

(ニ)貯蔵品 

最終仕入原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  イ 有価証券 

   その他有価証券 

   （時価のあるもの） 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

   （時価のないもの） 

同左 

  ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

(イ)商品 

同左 

(ロ)原材料 

同左 

(ハ)未成工事支出金 

同左 

(ニ)貯蔵品 

同左 
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当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）については

定額法） 

なお、耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物       ６～24年 

車両運搬具    ４～６年 

器具備品     ３～15年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  イ 有形固定資産 

同左 

 

  ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の方法によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

  ロ 無形固定資産 

同左 

  ハ 長期前払費用 

 定額法 

  ハ 長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

     ――――――― 

     ――――――― 

 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

  ロ 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間に発生していると認め

られる額を計上しております。 

また、数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（８年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理する

こととしております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上し

ております。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

  ロ 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。 

  ハ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見込額に基づき

当連結会計年度末に発生していると認められる

額を計上しております。 

また、数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（８年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理する

こととしております。 

  ニ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 
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当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引に

ついて、特例処理を採用しております。 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金の利息 

 ハ ヘッジ方針 

借入金にかかる金利変動リスクに対して金利

スワップにより特例処理の範囲内においてヘッ

ジを行っております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

 イ ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：同左 

ヘッジ対象：同左 

 ハ ヘッジ方針 

同左 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

取引開始時に特例処理に基づく金利スワップ

取引であるか評価し、特例処理に基づくスワッ

プ取引についてのみ取引を行っております。 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事

項 

 イ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっており

ます。なお、固定資産に係る控除対象外消費税

等は投資その他の資産の「その他」に計上し、

５年間で均等償却しております。 

    ―――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ―――――――― 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 

 イ 消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

ロ 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会

計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年

４月１日以後に適用されることになったことに

伴い、当連結会計年度から同会計基準によって

おります。これによる当連結会計年度の損益へ

の影響はありません。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連

結会計年度における連結貸借対照表の資本の部

及び連結剰余金計算書については、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 

ハ １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以

後開始する連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用されることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び適用指針によって

おります。なお、これによる影響はありませ

ん。 
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当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

当中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  281,225千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物             11,015千円 

 土地             52,600千円 

計              63,615千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 20,000千円 

 長期借入金          50,000千円 

計              70,000千円 

※３ 債権譲渡残高 

売掛金             280,000千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  277,442千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物             11,270千円 

 土地             52,600千円 

計              63,870千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 20,000千円 

 長期借入金          60,000千円 

計              80,000千円 

※３ 債権譲渡残高 

売掛金             280,000千円 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給与手当        138,545千円 

賞与引当金繰入         5,536千円 

退職給付費用          3,534千円 

役員退職慰労引当金繰入     9,506千円 

貸倒引当金繰入          276千円 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給与手当        265,990千円 

賞与引当金繰入         5,025千円 

退職給付費用          8,174千円 

役員退職慰労引当金繰入     3,750千円 

 

※２ 固定資産売却益の内訳 

器具備品             48千円 

※２      ―――――――― 

※３ 固定資産売却損の内訳 

器具備品             116千円 

※３      ―――――――― 

 

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物              1,852千円 

車両運搬具            403千円 

 器具備品             99千円 

計               2,356千円 

※４ 固定資産除却損の内訳 

建物              2,848千円 

車両運搬具           1,381千円 

 器具備品            2,329千円 

計               6,559千円 

※５ 投資有価証券評価損の内訳 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 2,692千円 

※５      ―――――――― 

※６      ―――――――― ※６ 役員の退任に伴う特別退職慰労金11,352千円及び

従業員の退職に伴う特別功労金6,800千円の合計で

あります。 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成15年９月30日現在） 

現金及び預金勘定         1,035,323千円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △133,951千円

現金及び現金同等物         901,372千円

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成15年３月31日現在） 

現金及び預金勘定         1,134,415千円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △197,947千円

現金及び現金同等物         936,468千円
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(リース取引関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減 価 償

却 累 計

額 相 当

額 

中間期

末残高

相当額 

 

車両運

搬具 

千円 

 

223,344 

千円 

 

92,957 

千円

130,387

有 形

固 定

資産 

 

器具備

品 

 

 

86,140 

 

 

18,251 67,888

無 形

固 定

資産 

 

ソフト

ウェア 

 

 

12,733 

 

 

7,402 5,331

 

   合計 

 

 

322,218 

 

118,611 203,606

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減 価 償

却 累 計

額 相 当

額 

期末残

高相当

額 

 

車両運

搬具 

千円 

 

356,857 

千円 

 

195,332 

千円

161,524

有 形

固 定

資産 

 

器具備

品 

 

 

82,127 

 

 

16,358 65,768

無 形

固 定

資産 

 

ソフト

ウェア 

 

 

10,689 

 

 

5,879 4,810

 

   合計 

 

 

449,674 

 

217,570 232,104

 
(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内         86,393千円 

 １年超         121,190千円  

合計          207,584千円 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内         118,323千円 

 １年超         125,235千円  

合計          243,558千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料      49,082千円 

減価償却費相当額    45,396千円 

支払利息相当額      2,958千円 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料      107,424千円 

減価償却費相当額    107,616千円 

支払利息相当額      6,693千円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期の配分方法について

は、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内          2,491千円 

 １年超          4,910千円  

合計           7,401千円 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内          2,491千円 

 １年超          6,155千円  

合計           8,647千円 
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(有価証券関係) 

   当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの    

                                            (単位：千円) 

種類 取得原価 
中間連結貸借対照表
計上額 

差額 

株式 40,795 41,027  231 

合 計 40,795 41,027  231 

 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

                                            (単位：千円) 

 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
38,000 

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について2,692千円減損処理を行ってお

ります。 

 

   前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

  １．その他有価証券で時価のあるもの    

                                            (単位：千円) 

種類 取得原価 
連結貸借対照表 
計上額 

差額 

株式 40,795 35,643  △ 5,152 

合 計 40,795 35,643  △ 5,152 

 

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

                                            (単位：千円) 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
40,692 
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(デリバティブ取引関係) 
 
 取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  (1) 通貨関連 

                                           （単位：千円） 

 当中間連結会計期間 
（平成15年９月30日現在） 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日現在） 

種類 契約額等
契約額等
のうち１
年超 

時価 評価損益 契約額等
契約額等
のうち１
年超 

時価 評価損益 

為替予約取

引 

   

買建    

 米ドル ― ― ― ― 72,180 ― 72,117 △ 62

通貨オプシ

ョン取引 

        

買建         

 米ドルコ

ール ―

 

― ― ― 72,180

 

72,180 

 

73,280 1,100

売建         

 米ドルプ

ット ―

 

― ― ― 144,360

 

144,360 

 

152,496 8,136

合計 ― ― ― ― 288,720 216,540 297,894 9,174

 (注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 

  (2) 金利関連 

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在）及び前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので開示の対象から除いており

ます。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

当中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日） 
 (単位：千円) 

 
介護サービス
事業 

住宅リフォー
ム事業 

その他事業 計 
消去または 
全社 

連結 

売上高   

 (1)外部顧客に対する 
  売上高 

4,675,662 377,876 214,219 5,267,759 ― 5,267,759

 (2)セグメント間の内部 
    売上高または振替高 

150 ― 15,068 15,218 (15,218) ―

計 4,675,812 377,876 229,288 5,282,977 (15,218) 5,267,759

営業費用 3,829,660 363,077 220,183 4,412,920 543,376 4,956,297

営業利益 846,152 14,799 9,105 870,057 (558,594) 311,462

(注) １ 事業区分は、役務及び商品の種類、性質及び提供方法を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主なサービス提供内容 

(1) 介護サービス事業……………訪問介護サービス、訪問入浴介護サービス、居宅介護支援サービス、訪問看

護サービス 

(2) 住宅リフォーム事業…………住宅改修サービス 

(3) その他事業……………………人材派遣サービス、アウトソーシング受託サービス 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用金額は558,818千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門にかかる費用であります。 

 

 

前連結会計年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 
 (単位：千円) 

 
介護サービス
事業 

住宅リフォー
ム事業 

その他事業 計 
消去または 
全社 

連結 

売上高   

 (1)外部顧客に対する 
  売上高 

8,415,878 741,978 300,202 9,458,059 ― 9,458,059

 (2)セグメント間の内部 
    売上高または振替高 

― ― 25,925 25,925 (25,925) ―

計 8,415,878 741,978 326,128 9,483,984 (25,925) 9,458,059

営業費用 7,072,039 702,780 309,516 8,084,335 974,810 9,059,146

営業利益 1,343,839 39,197 16,611 1,399,649 (1,000,735) 398,913

(注) １ 事業区分は、役務及び商品の種類、性質及び提供方法を考慮して区分しております。 

２ 各区分の主なサービス提供内容 

(1) 介護サービス事業……………訪問介護サービス、訪問入浴介護サービス、居宅介護支援サービス、訪問看

護サービス 

(2) 住宅リフォーム事業…………住宅改修サービス 

(3) その他事業……………………人材派遣サービス 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用金額は1,000,803千円であり、その主な

ものは、当社の管理部門にかかる費用であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成14年

４月１日 至 平成15年３月31日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 
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【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成14年

４月１日 至 平成15年３月31日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり純資産額 80,776円51銭
 

１株当たり純資産額 229,273円08銭
 

１株当たり中間純利益金額 5,866円01銭
 

１株当たり当期純利益金額 23,057円18銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい
ては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は
非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中
平均株価が把握できませんので記載しておりません。 
 
 当社は、平成15年８月２日付で株式１株につき３株
の株式分割を行っております。 
 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した
場合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとお
りとなります。 
 
前連結会計年度 
１株当たり純資産額 

76,424円36銭
１株当たり当期純利益金額 

7,685円73銭
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は
非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中
平均株価が把握できませんので記載しておりません。
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は
非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中
平均株価が把握できませんので記載しておりません。 
 
 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関す
る会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当た
り当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第４号）を適用しております。 
 なお、これによる影響はありません。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 122,951 161,092

普通株式に係る中間（当期）純利
益（千円） 

122,951 161,092

普通株式の期中平均株式数（株） 20,959.95 6,986.65
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(重要な後発事象) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１．公募増資による新株式発行 

平成15年９月22日及び平成15年10月６日開催の取

締役会において、下記のとおり新株式の発行を決議

し、平成15年10月23日に払込が完了いたしました。 

この結果、平成15年 10月 24日付で資本金は

1,009,375千円、発行済株式総数は23,959.95株とな

っております。 
（１）募集方法  一般募集（ブックビルデ

ィング方式による募集）
（２）発行する株式
の種類及び数 

 普通株式   3,000株 

（３）発行価格  １株につき 230,000円 
 一般募集はこの価格に
て行いました。 

（４）引受価額  １株につき 213,900円 
 この価額は当社が引受
人より１株当たりの新株
式払込金として受取った
額であります。 
 なお、発行価格と引受
価額との差額の総額は、
引受人の手取金になりま
す。 

（５）発行価額  １株につき 157,250円 
（ 資本組入額  78,625
円） 

（６）発行価額の総
額 

 471,750千円 

（７）払込金額の総
額 

 641,700千円 

（８）資本組入額の
総額 

 235,875千円 

（９）払込期日  平成15年10月23日 

（10）配当起算日  平成15年10月１日 

（11）資金の使途  借入金の返済又は社債の
償還、設備資金、ソフト
ウェア開発 

 

２．ダイレクトフランチャイズ契約締結 

平成15年10月10日付をもって株式会社ケアサポー

トサービスと提出会社との間でダイレクトフランチ

ャイズ契約を締結いたしました。 

（１）契約品目 

当社及びATC Healthcare Inc.のノウハウに基づ

く日本における介護サービス事業の経営・サー

ビスのノウハウの提供及び指導 

（２）契約内容 

①介護サービス事業設立の指導 

②介護サービス事業経営ノウハウの提供及び指導 

③介護サービスのアセスメント・教育及び改善指

導 

④介護サービスのコンピューターシステム導入及

び開発プログラムの提供 

⑤商標・ロゴマーク等の提供 

（３）契約期間 

平成15年10月10日から平成21年10月9日まで 

 平成15年５月15日開催の取締役会において、次のよう

に株式分割による新株式を発行する決議をいたしまし

た。 

  １．平成15年８月２日付をもって普通株式１株を３

    株に分割する。 

（１）分割により増加する株式数 

  普通株式 13,973.30 株 

（２）分割方法 

 平成15年６月28日現在の株主名簿記載株主

の所有株式数を１株につき、３株の割合をも

って分割する。 

  ２．配当起算日 

   平成15年４月１日 

 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 

70,482.39円

１株当たり当期純利益 

4,734.00円

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 

76,424.36円

１株当たり当期純利

益 

7,685.73円

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

新株予約権を発行し

ておりますが、当社

株式は非上場であ

り、かつ店頭登録も

していないため、期

中平均株価が把握で

きませんので記載し

ておりません。 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  968,622  1,062,852

２ 売掛金 ※３ 1,387,738  1,210,957

３ たな卸資産  24,336  23,532

４ その他  204,086  95,411

５ 貸倒引当金  △ 12,628  △ 12,476

流動資産合計  2,572,155 68.6  2,380,277 67.6

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※1,2 170,966  165,652

２ 無形固定資産  151,716  162,916

３ 投資その他の資産   

(1)長期前払費用  291,279 271,815 

(2)差入保証金  309,159 289,168 

(3)その他  256,307 249,006 

投資その他の資産合計  856,746  809,990

固定資産合計  1,179,429 31.4  1,138,559 32.4

資産合計  3,751,585 100.0  3,518,837 100.0
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当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  267,009  228,768

２ 短期借入金  －  30,000

３ １年以内返済予定の長期
借入金 

※２ 153,996  153,996

４ 未払金  465,836  457,883

５ 未払法人税等  207,314  70,310

６ 賞与引当金  83,697  60,727

７ その他 ※４ 49,206  37,776

流動負債合計  1,227,061 32.7  1,039,463 29.6

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  500,000  500,000

２ 長期借入金 ※２ 190,351  267,349

３ 退職給付引当金  105,320  93,372

４ 役員退職慰労引当金  50,840  41,334

５ その他  2,813  3,547

固定負債合計  849,324 22.6  905,602 25.7

 負債合計  2,076,385 55.3  1,945,066 55.3

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  773,500 20.6  773,500 22.0

Ⅱ 資本剰余金   

 １ 資本準備金  435,500  435,500

資本剰余金合計  435,500 11.6  435,500 12.4

Ⅲ 利益剰余金   

 １ 利益準備金  13,450  13,450

 ２ 任意積立金  292,000  192,000

 ３ 中間(当期)未処分利益  160,612  162,386

利益剰余金合計  466,062 12.5  367,836 10.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金  137 0.0  △  3,065 △0.1

資本合計  1,675,199 44.7  1,573,771 44.7

 負債資本合計  3,751,585 100.0  3,518,837 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  5,048,854 100.0  9,157,856 100.0

Ⅱ 売上原価  4,103,964 81.3  7,668,133 83.7

売上総利益  944,890 18.7  1,489,723 16.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  628,901 12.4  1,106,446 12.1

営業利益  315,988 6.3  383,277 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 10,898 0.2  15,642 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 18,520 0.4  22,904 0.3

経常利益  308,366 6.1  376,014 4.1

Ⅵ 特別利益 ※３ 48 0.0  4,399 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 5,165 0.1  24,712 0.3

税引前中間(当期)純利益  303,250 6.0  355,701 3.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 207,567 191,123 

法人税等調整額  △ 37,475 170,091 3.4 11,557 202,681 2.2

中間(当期)純利益  133,158 2.6  153,020 1.7

前期繰越利益  27,453  9,366

中間(当期)未処分利益  160,612  162,386
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   ① 子会社株式 

     移動平均法による原価法 

   ② その他有価証券 

    （時価のあるもの） 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 

    （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (3) たな卸資産 

   ① 商品 

     先入先出法に基づく低価法 

   ② 原材料 

     最終仕入原価法 

   ③ 未成工事支出金 

     個別法に基づく原価法 

   ④ 貯蔵品 

     最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   ① 子会社株式 

     同左 

   ② その他有価証券 

    （時価のあるもの） 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

    （時価のないもの） 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

   ① 商品 

     同左 

   ② 原材料 

     同左 

   ③ 未成工事支出金 

     同左 

   ④ 貯蔵品 

     同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備は除く）については定額法）

なお、耐用年数は次のとおりであります。 

建物      ６～24年 

車両運搬具   ４～６年 

器具備品    ３～15年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

定額法 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

(1)     ――――――――― 

 

(2)新株発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

 

３ 繰延資産の処理方法 

(1)社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(2)     ――――――――― 
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当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当中間会計期間末の負担額

を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額の当事業年度の負担額を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（８年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期より費用処理することと

しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（８年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期より費用処理することと

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ取引に

ついて、特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

借入金にかかる金利変動リスクに対して金利

スワップにより特例処理の範囲内においてヘッ

ジを行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

取引開始時に特例処理に基づく金利スワップ

取引であるか評価し、特例処理に基づくスワッ

プ取引についてのみ取引を行っております。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：同左 

ヘッジ対象：同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

７ その他中間財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

７ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっており

ます。なお、固定資産に係る控除対象外消費税

等は投資その他の資産の「その他」に計上し、

５年間で均等償却しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

―――――――― (2) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計

基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年

４月１日以後に適用されることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準によっており

ます。なお、これによる当事業年度の損益への

影響はありません。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における貸借対照表の資本の部について

は、改正後の財務諸表等規則により作成してお

ります。 

―――――――― (3) １株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以

後開始する事業年度に係る財務諸表から適用さ

れることになったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び適用指針によっております。 

なお、これによる影響はありません。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成15年９月30日) 

前事業年度末 
(平成15年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

277,773千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

建物             11,015千円 

 土地             52,600千円  

 計              63,615千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 20,000千円 

 長期借入金          50,000千円  

 計              70,000千円 

※３ 債権譲渡残高 

売掛金            280,000千円 

※４ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

274,554千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

建物             11,270千円 

 土地             52,600千円  

 計              63,870千円 

担保付債務は次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 20,000千円 

 長期借入金          60,000千円  

 計              80,000千円 

※３ 債権譲渡残高 

売掛金            280,000千円 

※４      ――――――――― 
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(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息            181千円 

受取配当金           941千円 

受取保険金          1,562千円 

販売手数料          3,810千円 

諸手数料           2,515千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息            152千円 

受取配当金           921千円 

受取保険金          4,193千円 

販売手数料          3,462千円 

諸手数料           2,500千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息           4,145千円 

社債利息           2,047千円 

新株発行費          2,965千円 

為替差損           6,584千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息           10,396千円 

社債利息           2,831千円 

社債発行費          5,350千円 

 

※３ 特別利益の主要項目 

器具備品売却益          48千円 

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益       4,399千円 

※４ 特別損失の主要項目 

器具備品売却損         116千円 

建物除却損          1,852千円 

車両運搬具除却損        403千円 

器具備品除却損          99千円 

投資有価証券評価損      2,692千円 

※４ 特別損失の主要項目 

建物除却損          2,848千円 

車両運搬具除却損       1,381千円 

器具備品除却損        2,329千円 

特別退職金          18,152千円 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産         12,010千円 

無形固定資産         21,820千円 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産         23,942千円 

無形固定資産         27,843千円 
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(リース取引関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 取得価

額相当

額 

減 価 償

却 累 計

額 相 当

額 

中間期

末残高

相当額 

 

車両運

搬具 

千円 

 

223,344 

千円 

 

92,957 

千円

130,387

有 形

固 定

資産 

 

器具備

品 

 

 

86,140 

 

 

18,251 67,888

無 形

固 定

資産 

 

ソフト

ウェア 

 

 

12,733 

 

 

7,402 5,331

 

   合計 

 

 

322,218 

 

118,611 203,606

 

 取得価

額相当

額 

減 価 償

却 累 計

額 相 当

額 

期末残

高相当

額 

 

車両運

搬具 

千円 

 

356,857 

千円 

 

195,332 

千円

161,524

有 形

固 定

資産 

 

器具備

品 

 

 

82,127 

 

 

16,358 65,768

無 形

固 定

資産 

 

ソフト

ウェア 

 

 

10,689 

 

 

5,879 4,810

 

   合計 

 

 

449,674 

 

217,570 232,104

 
 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内          86,393千円 

 １年超          121,190千円  

合計           207,584千円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内         118,323千円 

 １年超         125,235千円  

  合計         243,558千円 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料      49,082千円 

減価償却費相当額    45,396千円 

支払利息相当額     2,958千円 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料     107,424千円 

減価償却費相当額   107,616千円 

支払利息相当額     6,693千円 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期の配分方法につ

いては、利息法によっております。 

 (5) 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内         2,491千円 

 １年超         4,910千円  

合計         7,401千円 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内          2,491千円 

 １年超          6,155千円  

  合計          8,647千円 
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(有価証券関係) 

当中間会計期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）及び前事業年度（自 平成14年４月１

日 至 平成15年３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 
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(１株当たり情報) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり純資産額 79,923円83銭
 

１株当たり純資産額 225,254円04銭
 

１株当たり中間純利益金額 6,353円01銭
 

１株当たり当期純利益金額 21,901円85銭
 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ
いては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は
非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平
均株価が把握できませんので記載しておりません。 
 
 
当社は、平成15年８月２日付で株式１株につき３株の
株式分割を行っております。 
なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場
合の１株当たり情報については、それぞれ以下のとおり
となります。 
 
前事業年度 
１株当たり純資産額 

75,084円68銭
１株当たり当期純利益金額 

7,300円62銭
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、新株予約権を発行しておりますが、当社株式は
非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中
平均株価が把握できませんので記載しておりません。
 

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、新株予約権を発行しておりますが、当社株
式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、
期中平均株価が把握できませんので記載しておりませ
ん。 
当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当
期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第４号）を適用しております。 
なお、これによる影響はありません。 
 
 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
当中間会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

中間（当期）純利益（千円） 133,158 153,020

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

133,158 153,020

普通株式の期中平均株式数（株） 20,959.95 6,986.65
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(重要な後発事象) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１．公募増資による新株式発行 

平成15年９月22日及び平成15年10月６日開催の取

締役会において、下記のとおり新株式の発行を決議

し、平成15年10月23日に払込が完了いたしました。 

この結果、平成15年 10月 24日付で資本金は

1,009,375千円、発行済株式総数は23,959.95株とな

っております。 
（１）募集方法  一般募集（ブックビルデ

ィング方式による募集）
（２）発行する株式
の種類及び数 

 普通株式   3,000株 

（３）発行価格  １株につき 230,000円 
 一般募集はこの価格に
て行いました。 

（４）引受価額  １株につき 213,900円 
 この価額は当社が引受
人より１株当たりの新株
式払込金として受取った
額であります。 
 なお、発行価格と引受
価額との差額の総額は、
引受人の手取金になりま
す。 

（５）発行価額  １株につき 157,250円 
（ 資本組入額  78,625
円） 

（６）発行価額の総
額 

 471,750千円 

（７）払込金額の総
額 

 641,700千円 

（８）資本組入額の
総額 

 235,875千円 

（９）払込期日  平成15年10月23日 

（10）配当起算日  平成15年10月１日 

（11）資金の使途  借入金の返済又は社債の
償還、設備資金、ソフト
ウエア開発 

 

２．ダイレクトフランチャイズ契約締結 

平成15年10月10日付をもって株式会社ケアサポー

トサービスと提出会社との間でダイレクトフランチ

ャイズ契約を締結いたしました。 

（１）契約品目 

当社及びATC Healthcare Inc.のノウハウに基づ

く日本における介護サービス事業の経営・サー

ビスのノウハウの提供及び指導 

（２）契約内容 

①介護サービス事業設立の指導 

②介護サービス事業経営ノウハウの提供及び指導 

③介護サービスのアセスメント・教育及び改善指

導 

④介護サービスのコンピューターシステム導入及

び開発プログラムの提供 

⑤商標・ロゴマーク等の提供 

（３）契約期間 

平成15年10月10日から平成21年10月9日まで 

 平成15年５月15日開催の取締役会において、次のよう

に株式分割による新株式を発行する決議をいたしまし

た。 

１．平成15年８月２日付をもって普通株式１株を３

株に分割する。 

（１）分割により増加する株式数 

  普通株式 13,973.30 株 

（２）分割方法 

 平成15年６月28日現在の株主名簿記載株主

の所有株式数を１株につき、３株の割合をも

って分割する。 

２．配当起算日 

   平成15年４月１日 

 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

69,527.81円

１株当たり当期純利益 

4,176.52円

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式が存

在しないため記載してお

りません。 

１株当たり純資産額 

75,084.68円

１株当たり当期純利

益 

7,300.62円

 なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

新株予約権を発行し

ておりますが、当社

株式は非上場であ

り、かつ店頭登録も

していないため、期

中平均株価が把握で

きませんので記載し

ておりません。 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 
 
有価証券届出書 
及びその添付書類 

   
平成15年９月22日 
関東財務局長に提出。 

 

 
(2) 
 
 

 
有価証券届出書 
の訂正届出書 
 

(1)の有価証券届出書に係る訂正届出 
書であります。 

 

 
平成15年９月26日、 
平成15年10月７日及び 
平成15年10月16日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成15年12月8日 

セントケア株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  細  野  祐  二  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  佐  々  誠  一  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているセントケア株式会社の平成15年4月1日から平成16年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、セントケア株式会社及び連結子会社の平成15年9月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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独立監査人の中間監査報告書 
 

 

平成15年12月8日 

セントケア株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  細  野  祐  二  ㊞ 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  佐  々  誠  一  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているセントケア株式会社の平成15年4月1日から平成16年3月31日までの第22期事業年度の中間会計期

間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、セントケア株式会社の平成15年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成15年4月1日から平成15年9月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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